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１．第二京阪沿道まちづくりの推進について 

 ⑴沿道まちづくりの促進に向けて 

「緑立つ道」の愛称で整備が進められている第二京阪道路開通による立地ポテンシ

ャル等を有効に活用し、大阪の活力を創出していくことが重要です。平成 22 年度に線

引き見直しが予定されており、特に、第二京阪道路沿道に広がる市街化調整区域にお

いては、農地との調和、計画的な開発に基づく市街化区域編入を原則に、第二京阪道

路の整備効果を生かした産業等の立地を促す土地利用を実現する計画的なまちづくり

を促進していく必要があります。また、市街化区域への編入に至らなかった土地の区

域についても、今後、市街化区域編入へ向け、事業熟度を高めていくことが重要とな

ります。  
このため、「第二京阪道路沿道まちづくり検討会」では、平成 22 年度改定予定の「東

部大阪都市計画区域マスタープラン」に第二京阪道路沿道のまちづくりが、土地利用

の方針として位置づけられるよう、国・府・沿道市が協議･調整のうえ、「第二京阪沿

道まちづくり方針」を策定することとします。  
 

 

 ⑵「第二京阪沿道まちづくり方針」の位置づけ 

第二京阪道路沿道の市街化調整区域においては、周辺環境にも十分配慮しながら第

二京阪道路の整備効果を適切に受け止められるよう、計画的なまちづくりを推進して

いきます。 

まちづくりは、基本的には地域の方々、沿道市が中心となって行うもので、地域が

主体となったまちづくりが円滑に進むよう、第二京阪道路沿道のまちづくりの大枠の

方針（ガイドライン）を「第二京阪沿道まちづくり方針」（以下、「本方針」という。）

として、国･府･沿道市の合意のもと策定し、これを広く公表し、公民が共有すること

で、第二京阪道路沿道のまちづくりを促進することとします。 

今後、地域主体のまちづくりを進めるなかで、本方針を基礎として、各地域別のま

ちづくり構想を策定し、まちづくり事業へと発展させていくものとします。  
なお、第二京阪道路沿道全域の土地利用については、「東部大阪都市計画区域マス

タープラン」にて、その方向性を示すとともに、沿道各市は第二京阪道路沿道におけ

る区域別の土地利用方針を各市の都市計画マスタープランに位置づけるとともに、市

街地開発事業、地区計画、景観計画等を活用して、「緑立つ道」の沿道に相応しいまち

づくりを進めていくこととします。 
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２．第二京阪道路沿道の状況 

 ⑴第二京阪道路沿道の土地利用の状況 

   北部大阪の慢性的な渋滞を解消するため、一般国道１号のバイパスとして、第二京

阪道路の整備が平成 21 年度末の供用開始を目指して進められています。第二京阪道

路は、京都と大阪を結ぶ延長約 28.3ｋｍの道路で、6 車線の自動車専用道路と 2～4

車線の一般国道からなります。内大阪府域は 17.6ｋｍで、その約６割が市街化区域を

とおり、このうち住居系用途が４割を占めています。これ以外が市街化調整区域で、

接道延長の約４割に及びます。 

幹線道路沿道では、無計画に土地を放置すると、宅地等への農地転用が進み、資材

置き場や露天駐車場が雑然と拡がり、無秩序な市街化、営農条件の悪化など、都市的

土地利用、農的土地利用の双方にとって望ましくない状況を引き起こしています。 

第二京阪道路の開通により、その沿道地域における土地利用需要は飛躍的に高まる

ため、放置することによる無秩序な開発が懸念されます。 

 

⑵企業進出意向調査 

   第二京阪道路沿道に広がる市街化調整区域における企業の進出ニーズを把握するた

め、平成 19 年度に下記調査対象地区図（平成 19 年度は私部南地区を除く）に示す第

二京阪道路沿道の 8 地区において、民間企業（エンドユーザー企業 3,176 社、デベロ

ッパー等間接企業 468 社）から、アンケート調査等を行いました。さらに民間企業の

最新の進出意向やニーズを把握するため、平成 21 年 10 月に平成 19 年度調査で沿道

への進出に興味のあった企業など 109 社（エンドユーザー企業 77 社、間接企業 32 社）

に対し、下記 9 地区において、アンケート調査を実施しました。 

 

 

調査対象地区図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

寝屋川市『高宮地区』

（約 7ha） 

四條畷市『砂地区』

（約 13ha）

寝屋川市『寝屋北町・一丁目地区』 

（約 20ha） 

寝屋川市『小路地区』

（約 14ha） 
寝屋川市『寝屋二丁

目地区』 （約 11ha）

枚方市『茄子作・高田地区』

 （約 40ha） 

交野市『星田地区』

 （約 45ha）

交野市『私部南地区』

 （約 15ha）

門真市『北島地区（西 

地区）』   （約 10ha） 
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   エンドユーザー企業７７社のうち５５社から

回答があり、そのなかで将来的な興味も含め、

少しでも沿道への進出に対し興味のある企業は

40 社（製造業 7 社、運輸業 9 社、小売業 24 社）

あり、そのうち現在進出に興味のあるのは 22

社でした。内訳は製造業が 1 社、運輸業 5 社、

小売業 16 社（主にスーパーやホームセンター）

でした。 

沿道への進出に少しでも興味を示した 40 社

の地区別内訳では、まちづくり協議会を設置し

ている地区への興味が高く、まちづくりへの取

り組みが進められていることが判断材料になっ

ていると思われます。 

また興味のある理由としては、「幹線道路沿道

であること」と「まとまった土地が確保できる

こと」が多く挙げられました。 
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興味を示した企業の地区別内訳

（40 社複数回答） 

＊：まちづくり協議会設置済み地区

興味のある理由 

（沿道への進出に少しでも興味を示した 40 社対象とした複数回答） 

門真市北島地区＊ ２３社

四條畷砂地区＊ ２３社

高宮地区＊ ２２社

小路地区＊ ２０社

寝屋２丁目地区 １５社

寝

屋

川

市 寝屋北町他地区 １３社

枚方市茄子作・高田

地区＊ 

２３社

交野市星田地区＊ ２２社

交野市私部南地区 １６社
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 ⑶地権者の土地利用意向 

   第二京阪道路沿道地権者へのアンケート調査を行ったところ、農的土地利用を希望

されているのは、門真市、寝屋川市では３割程度、四條畷市、枚方市で４割程度、交

野市で５割程度となっています。地権者の土地利用意向を踏まえつつ、都市的土地利

用と農的土地利用が調和した、計画的なまちづくりを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜沿道地区の土地利用意向＞ 

門真市北島地区（西地区）        四條畷市砂地区 

（平成 21 年 4 月 28 日(火)～5 月 11 日(月)）  （平成 21 年 6 月 15 日(月)～26 日(金)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

寝屋川市小路地区           寝屋川市高宮地区 

（平成 17 年 2 月 21 日）         （平成 17 年 2 月 21 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交野市星田北地区           枚方市茄子作・高田地区 

（平成 18 年 11 月 29 日）             （平成 21 年 8 月 31 日） 
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22%
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⑦14%

 ①農地として利用

②他に貸してでも農地を守りたい

③農地を残すが一部は他利用

④宅地などに利用転換

⑤農地以外で貸し収益を得たい

⑥売却したい

⑦わからない・未定

農業環境
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今のまま
18%
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くゾーン分

け
37%

商業系
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工業･物流
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 ⑷沿道まちづくりへの取り組み状況 

   第二京阪道路沿道に広がる大規模な市街化調整区域を中心に、地元地権者等がまち

づくり協議会を設立し、第二京阪道路の整備インパクトを適切に活用した計画的なま

ちづくりに取り組んでいます。既に、寝屋川市寝屋南地区（23ha）では、平成 19 年 7

月に土地区画整理組合が設立され、一括業務代行方式により計画的なまちづくりが進

められています。また、下記１３地区、３０３ha で、まちづくりが検討されており、

門真市北島地区（西地区）など６地区で、地権者等で組織する「まちづくり協議会」

が設立され、また、土地利用転換を行う際には、まちづくり協議会への届出を義務付

ける「まちづくり申し合わせ書」の締結をみています。 

 

 

地区名 面積 まちづくり協議会の設立状況等 

①門真市北島地区 ４２ha 

内、西地区 10ha において 

H21. 2 まちづくり協議会設立 

    まちづくり申し合わせ書締結 

②四條畷市砂地区 １３ha 

H16.11 まちづくり協議会設立 

    まちづくり申し合わせ書締結 

H18.11 調整区域の地区計画（告示） 

③四條畷市砂・蔀屋地区 

寝屋川市新家二丁目・讃良東町地区

 

２２ha 

１８ha 

計４９ha 

 

④寝屋川市小路地区 １４ha 
H17. 7 まちづくり協議会設立 

H18. 4 まちづくり申し合わせ書締結 

⑤寝屋川市高宮地区 ７ha 
H21. 1 まちづくり協議会設立 

    まちづくり申し合わせ書締結 

⑥寝屋川市宇谷地区 ３７ha  

⑦寝屋川市寝屋北町・一丁目地区 ２０ha  

⑧寝屋川市寝屋二丁目地区 １１ha  

⑨交野市星田北地区 ２０ha 
H20. 6 まちづくり協議会設立 

    まちづくり申し合わせ書締結 

⑩交野市星田駅前地区 ２５ha  

⑪枚方市茄子作・高田地区 ４０ha 
H20.12 まちづくり協議会設立 

H21.10 まちづくり申し合わせ書締結 

⑫交野市私部南地区 １６ha  

⑬交野市倉治・私部・青山地区 １８ha  

 沿道まちづくりへの取り組み地区 
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 沿 道 ま ち づ く り へ の 取 り 組 み 状 況 

【⑫】私部南地区 
◆地区概要：16ha、79 名 

◆H20.7 地元意向調査 

H20.9  意向調査結果報告会 

H21.2  農地の勉強会開催 

H21.11 農地の勉強会開催 

※宅地 に適 した 地区 であ る

ため、土地利用について、

今 後市 が 地 元 と調 整 を図

っていく。 

 

⑫

【⑬】倉治・私部・青山地区 

◆地区概要：18ha、100 名 

◆H21.9 地元意向調査 

 
⑬  

野崎 
②砂地区  13ha、40 名 
 H16.11 まちづくり協議会設立 

 H16.11 まちづくり申し合わせ書締結 

 H18.11 砂第一地区 地区計画決定 
 

③砂・蔀屋地区 22ha  

新家二丁目・讃良東町地区 約 18ha    
広域的な大規模商業施設の開発事前相談等 

 

④小路地区  14ha、94 名 
 H17.7. まちづくり協議会設立 

 H18.4 まちづくり申し合わせ書締結 

 
⑤高宮地区  7ha、60 名 

 H21.1 まちづくり協議会設立 

 H21.1  まちづくり申し合わせ書締結 

 
②  

④⑤  

③ 

⑥ 

交野南IC 

⑩ ⑬

門真市 

四條畷市 

⑪⑦

⑧

寝屋南地区 

⑤ 

④ ② 

⑫

交野市 

寝屋川市 枚方市 

四条畷 

忍ヶ丘 

東寝屋川 

星田 

河内磐船 

津田 門真南 

① 

⑨

藤阪 

長尾 

交野市 

私市 

郡津 

村野 

河内森 

【②】砂地区、【③】砂・蔀屋地区 新家二丁目・讃良東町地区 
【④】小路地区、【⑤】高宮地区 

枚方東IC 

枚方学研IC 

交野北IC 

寝屋川北IC

寝屋川南IC 

第二京阪 

門真IC 

門真JCT 

③  

【⑦】寝屋北町、寝屋一丁目地区 
【⑧】寝屋二丁目区 
【⑨】星田北地区 
【⑩】星田駅前地区 
【⑪】茄子作・高田地区 

⑦寝屋北町・寝屋一丁目地区 20ha 
  営農意欲が強く、当面保全 

 

⑧寝屋二丁目地区     11ha 
権利者が寝屋南と重複しており、寝

屋南の概成をみて展開 

 
⑨星田北地区    20ha、90 名 

 H20.6 まちづくり協議会設立 

 H20.6 まちづくり申し合わせ書締結 
H21.7  企業からのプレゼン開催 

 H21.9  税金対策の勉強会開催 

 
⑩星田駅前地区    25ha、130 名 

 H21.8 地元意向調査 

 H21.11 意向調査報告会 
 

⑪茄子作・高田地区 40ha、200 名 

H20.12 まちづくり協議会設立 
H21.10 基本構想作成、申合せ書締結 

⑧  
⑩ ⑨  

⑪  

凡  例 

沿道まちづくり取組み地区

事業地区 

 

 
 
 

【①】北島地区   

◆地区概要：調区 42ha、内 10ha で 

区画整理事業検討（地権者 79 名） 

◆H21.2 まちづくり協議会設立 

◆H21.2 まちづくり申し合わせ書締結 

◆立地条件の良さから企業の進出意

向は高い。 

H21.3. 門真市長へ技術的支援要請 

H21.5  地元アンケート調査 

①  

寝屋南地区(事業中) 

【⑥】宇谷地区  

寝屋南地区 
◆地区概要：23ha、90 名 

◆H16.8 区画整理準備組合設立 

H19.2 都市計画決定（区画） 
H19.7 区画整理組合設立 

（一括業務代行者：東急不動産、

鹿島道路） 
H20.11 寝屋南都市開発㈱設立 

 

総事業費：53 億９千万円 
補助金：国府８億６千万円 

     市 ６億円 

    合計１４億６千万円
平均減歩率：38.96％ 

寝屋南地区

⑥ 

◆地区概要：既成市街地を含む 37ha 
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３．沿道市の上位計画における第二京阪道路沿道土地利用の方向（H21.12 時点） 

  沿道市の総合計画、都市計画マスタープランにおける第二京阪道路沿道地域の位置づ

けは以下のとおりである。 

 ⑴門真市 

 第二京阪道路沿道については、商業・

業務、住宅等の高度立体複合利用地として

沿道利用や市民のコミュニティの核、スポ

ーツ文化の核など、新しい生活・産業エリ

アとしての土地利用がなされるよう努め

ます。また、地区商業地は、土地利用状況

に応じて配していきます。 

農用地については、自然環境と調和した

土地利用を促進するため、市街化の進行と

都市基盤整備にあわせて集約化を進めます。

また、市街化調整区域は、“都市コアー”と

しての拠点地区整備に向けての熟度の高ま

り、第二京阪道路や拠点地区としての都市

基盤施設の整備動向の中で、事業の見通し

が明らかになった段階で市街化区域へ編入し、計画的な土地利用を図ります。 

南東地域：「未来を築く新しいまちとゆとりとうるおいのある居住の場づくり」 

第二京阪道路の沿道に残された農地を中心に、道路などの都市基盤施設

の整備とともに、ゆとりとうるおいのある生活が展開できるまちとしての

開発・整備や新たな経済基盤をつくる産業の誘導などを公民協働のもとに

進めていきます。 

        〇商業業務系土地利用 

         ・大阪中央環状線と第二京阪道路が交差する地下鉄門真南駅周辺や第

二京阪道路と主要道路が交差する地区を中心に、地域の生活・文化・

コミュニティと産業を支援する新たな商業・業務地を形成していき

ます。 

         ・市の中央部に位置する北島地区においては、居住機能の形成ととも

に、生活文化を核とした広域・地域住民の交流を促進し、新たな産

業を創造する商業・業務地を形成していきます。 

         ・第二京阪道路沿道などの広域・地域幹線道路の沿道を中心に、広域・

地域の生活文化の交流や産業流通を支援する業務地を形成していき

ます。 

         

門真市の地域区分図 
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 ⑵四條畷市 

   第二京阪道路と大阪外環状線の結節

点に位置する地区においては、広域交

通インパクトを活用した広域的な商

業・流通業務地等の都市機能整備を目

指した計画的な市街地の形成を図る複

合新市街地区とします。 

   〇大阪外環状線の西側エリアについて

は、第二京阪道路との結節点という

広域交通条件に恵まれた立地特性を

いかし、沿道型の商業・業務・流通

系土地利用を主体とした新市街地の

形成を図るため、土地区画整理事業

などの面的整備事業を誘導しながら、都市計画道路や公園、緑地などの都市施設

の計画的整備と一体となった地域整備を図ります。 

   〇大阪外環状線の東側エリアについては、西側エリアにおける都市機能の立地や市

街化の動向等を勘案しつつ、地域特性をいかした地区整備のあり方を検討します。 

 

 ⑶寝屋川市 

道路交通の新しい軸となる第二京阪道

路は、東部丘陵地域に位置しています。

この地域は、都市化が進展している寝屋

川市において貴重な緑を多く残す地域で

あり、第二京阪道路の整備により予想さ

れるインパクトに対し、無秩序な開発が

進行しないよう土地区画整理事業などの

諸制度を活用し、公園・緑地を十分確保

し沿道地域の環境の保全と調和した整・

誘導を図ります。 

〇第二京阪道路沿道の市街化調整区域

における新市街地の形成 

緑の自然的資源を活用し、活力あ

る都市型産業の育成をはかるための

地区やまとまりのある良好な住宅地

区として活用できるような環境に配慮された新市街地の形成をめざし、面的整備

事業や地区計画制度などの活用により、良好な市街地形成を図ります。また、農

地を中心として貴重な“緑”を多く残しており、良好な市街地の形成とともに計

画的な生産緑地の指定などを推進していきます。 

   〇第二京阪道路と国道170号との交差部における広域商業・流通業務拠点の形成 

第二京阪道路と国道170 号との交差部周辺の市街化調整区域においては、面的

北西部 

北東部 

東部 

南部 

西部 
中央部 

JR 学研都市線 京阪本線

四條畷市の地域区分図  

寝屋川市の地域区分図  
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整備事業や地区計画制度などの活用により、公共空間を確保し高度利用を図った

総合的な整備をすすめ、交通環境の良さをいかした広域商圏対応の商業・流通業

務施設の集積を誘導します。 

   〇良好な住環境を有する住宅地の保全 

建物用途、敷地規模等の制限を設けた地区計画制度等の導入により、良好な住

環境の保全に努めます。 

   〇レクリーション拠点としての整備 

寝屋川公園、打上川治水緑地においてレクリエーション拠点としての整備に努

めます。 

 

 ⑷交野市 

第二京阪道路、ＪＲ学研都市線沿線を、

まちづくりネットワークの《緑と交流の主軸》

と位置づけ、次のことに留意しながら、市民の

安全で快適な交流の展開や緑の創出を積極的

に図り、市街地における緑と交流の中心軸の形

成を目指します。 

・地域コミュニティや文化活動の活性化 

など環境形成、教育・福祉機能の強化 

・商業業務機能等の充実 

・農地保全を勘案した計画的な市街地の 

形成 

・広域交通網の利点を生かした文化・産 

業交流環境の形成 

・第二京阪道路および沿道空間を活かし 

た「緑立つ道」にふさわしい景観の形成 

  ほしだ地域：「豊かな自然を背景とした歴史的まちなみの保全と計画的市街地の形成を図る」 

旧集落や都市林など、市街地の中の「交野らしさ」を大切にするまち

づくりを進めます。また、計画的な市街地整備で市の西部地域の拠点に

ふさわしい市街地環境づくりを進めます。 

  きさべ地域：「市の中心地にふさわしい、都市機能を充実させる」 

道路交通機能の補完と充実、市民共有の公共公益施設などを、さらに

有効に活用できるよう、安全で快適な都市環境の形成を目指すまちづく

りを進めます。 

  くらじ地域：「里山景観を背景とし、自然との共生を図る」 

里山を背景とした旧集落や田園風景を大切にしながら、都市施設整備

を図り、自然と共生した居住環境の向上を目指すまちづくりを行ないま

す。 

交野市の地域区分図 
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 ⑸枚方市 

第二京阪道路沿道の計画的土地利用： 

第二京阪道路は緑豊かな道とし

て整備し、その沿道は、周辺地

域と調和する計画的土地利用を

誘導します。 

南部地域：第二京阪道路沿道に、工業系土

地利用を誘導し、交野市の工業

系土地利用に連動させます。ま

た、第二京阪道路沿道の農地は

第二京阪道路と住宅地の緩衝緑

地として、都市の中にゆとりを

与える環境共生地区とし、緑地

整備と周辺土地利用を計画的に

誘導します。 

東部地域：第二京阪道路と地域内幹線道路

のネットワーク化により、地域

内交通を円滑にします。また、「緑立つ道」として整備される第二京阪道路

の緑の環境を周辺地域のアメニティ向上に活用し、周辺地域との一体整備

を行います。 

 

 

 

 

 

 

枚方市の地域区分図 
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４．第二京阪道路沿道の土地利用方針 

都市政策として、第二京阪道路の有する立地ポテンシャルを有効に活用し、大阪の活

力を創出していくことが重要で、地元意向や周辺環境に十分配慮しつつ、工場・業務・

流通など企業ニーズに対応した適切な土地利用が実現されるよう、沿道のまちづくりを

計画性をもって誘導していく必要があります。 

 

⑴緑立つ道 

   第二京阪道路は、「緑立つ道」の愛称で親しまれるなど、環境や景観に配慮した道路

として整備を進めています。 

   「緑立つ道」では道路の両側に植樹帯を有した約 20ｍの環境施設帯を設けることに

より、連続した緑地を創り出す計画で、豊かな街路樹等により沿道地域の景観に潤い

を与えるとともに、道と生活空間を分離し、騒音や振動、排気ガスなどが居住地域に

与える影響を和らげる構造としています。 

歩行者及び自転車が安心、安全、快適に使えるように、両脇には約４ｍの自転車歩

行車道を設け、段差を最小限にするなど、障がい者の方も安全快適に移動できるバリ

アフリーの歩行空間づくりを行っています。 

さらに、豊かな「みどり」、風景になる「みち」等のデザインにもこだわった周辺

環境と調和した道づくりを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寝屋川市寝屋地区 交野市星田地区 
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⑵第二京阪道路の整備効果を活かした産業立地の誘導 

   近畿圏は、関西国際空港や関西文化学術研究都市など、様々なプロジェクトを機軸

に、世界とりわけアジアとの連携を深めながら世界的な発展を目指そうとしています。

第二京阪道路の開通は、大阪府の立地優位性をますます高め、“人”“モノ”の活発な

交流や“情報”の発信の促進に加え、産業基盤づくりや企業誘致など産業集積を進め

る好機であります。第二京阪道路沿道では、本地域が有する「大阪都心に近く、国土

軸を担う」、「生駒山地の自然環境、良好な田園風景を身近に感じられる」という利点

を活かし、“緑豊かで活力ある土地利用”を目指していきます。特に、第二京阪道路

沿道に広がる市街化調整区域においては、農地との調和、計画的な開発に基づく市街

化区域編入を原則に、第二京阪道路の整備効果を活かした産業立地を積極的に誘導し

ていくこととし、大阪の産業を振興する都市型の製造業、広域商業・流通業務施設の

立地を中心とした計画的な土地利用を目指します。また、緑豊かで環境に配慮された

良好な住環境の保全・形成を適切に誘導します。沿道土地利用の基本的な方向として、

沿道市の上位計画等も踏まえ、下記の土地利用ゾーンを設定し、第二京阪道路沿道の

土地利用ゾーニングを行います。（図-9） 

   ①都市型産業（住産複合型）ゾーン 

既に、住宅と工業・流通施設が混在し、現在も多くの農地を残しつつ、小規模

な開発等が進行している地域で、生産と流通環境の改善が図られ、農地との共存

にも配慮しつつ、良好な住環境も整備された職と住が近接した都市型産業ゾーン

の形成を目指します。 

   ②都市型産業（農産複合型）ゾーン 

市街化調整区域で、一部小規模な開発が進んでいるものの、大規模な農地や里

山等を残している地域で、既存の“緑”の自然資源を活用しつつ、工場・業務・

流通などがバランスよく配置された豊かで活力ある都市型産業の育成を図るため

のゾーンの形成を目指します。 

   ③沿道サービスゾーン 

第二京阪道路沿道の土地利用を非住居系の土地利用に誘導することにより、緩

衝施設帯を形成させ、通過交通による騒音等から後背住宅地の居住環境を保全す

るとともに、生活の利便性・快適性の向上を図ることを目的に沿道系サービス施

設を主体とした施設の誘導を図ります。 

また、第二京阪道路のインターチェンジ周辺や他の幹線道路との交差部等では、

広域交通条件に恵まれた立地特性を活かし、広域的な商業施設や流通業務施設の

立地を中心とした市街地の形成を目指します。 

   ④住宅ゾーン 

     旧集落と小規模な住宅開発で構成され、現在も農地等の空閑地を残している地

域や鉄道駅から 500ｍ圏程度の地域では、現在の住環境を保全しながら、低層や

中低層の住宅を中心に、良好な住宅地の形成を目指します。また、駅前では生活

利便性を高めるため、商業機能の充実を図ることとします。 

   ⑤レクリエーションゾーン 

自然的景観との調和が保たれ、スポーツ・文化的施設が整備され、ゆとりと潤

いが感じられるゾーンの形成を図ります。
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 第 二 京 阪 道 路 沿 道 土 地 利 用 ゾ ー ニ ン グ 図 

 

 

 

 

 

 
 
 

門真市 

四條畷市 

寝屋南地区 

交野市 

寝屋川市 枚方市 

四条畷 

忍ヶ丘 

東寝屋川 

星田 

河内磐船 

津田 門真南 

藤阪 

長尾 

野崎 

①都市型産業（住産複合型）ゾーン  

②都市型産業（農産複合型）ゾーン  

③沿道サービスゾーン  

④住宅ゾーン  

⑤レクリエーションゾーン  

私市 

交野市 

郡津 

村野 

河内森 

私市 

枚方東IC 

枚方学研IC 

交野北IC 

寝屋川北IC

寝屋川南IC 

第二京阪 
門真IC 

門真JCT 

交野南IC 
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⑶農空間の保全と活用 

   農地を中心に里山、集落、農業用水路やため池などの農業用施設が一体となった「農

空間」は、農産物の生産だけでなく、洪水などの災害を抑制する防災機能、ヒートア

イランド現象の緩和、美しい景観の形成、教育・福祉活動の場の提供など公益的な役

割を果たしています。しかしながら、農業者の高齢化による担い手不足等農業を取り

巻く環境は厳しく、農地面積の減少や遊休農地が増化する傾向にあります。そこで、

大阪府では、「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」を平成

20 年４月に施行し、この中で農地やため池、水路などが広がる農空間の保全と活用を

進める「農空間保全地域制度」を創設しました。本制度では、農空間の公益性を確保

をすべき地域（生産緑地、農業振興地域内の農用地、市街化調整区域内の概ね 5ha 以

上の集団農地）を「農空間保全地域」として指定し、施策の重点化を図るとともに、

農業者だけでなく府民の幅広い参加で遊休農地の利用促進を図ることとしております。

第二京阪道路沿道の市街化調整区域においても、寝屋川市、枚方市、交野市の３市で

「農空間保全地域」が指定されています。 

   本制度の理念として、 

①府民の身近にあるという独自性を活かし、農空間の公益性をさらに高める 

②農空間を守り育てていく府民運動を展開する 

③健康的で快適な暮らしと安全で活気と魅力に満ちたまちづくりを進める 

ことを掲げています。 

 これまでの大阪の都市政策は、都市への急激な人口流入と産業集中を背景として、

都市基盤や住宅等の量的な充足、無秩序な市街化の抑制に重点をおいて取り組み、結果

として、都市近郊での農地転用が進んできました。しかし、本制度の理念を踏まえ、農

地のもつ緑地としての機能や農業体験の場としての機能等を再評価し、既存農地所有者

の意向や健全な農地の保全に配慮しつつ、農地と宅地をそれぞれ集約するなど、土地利

用の混在を防ぐための方策の検討を行ない、都市的土地利用と農的土地利用が調和した

土地利用の実現を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「農空間保全地域」指定状況図（生産緑地を除く） 

凡 例

農空間保全区域（生産緑地を除く）
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⑷美しい景観の形成 

   良好な景観は、府民、事業者、行政が手を携え、ともに守り、創り、育てていくべ

きものとの認識のもと、「美しい世界都市」として誇ることのできる魅力ある都市空間

と府民誰もが愛着を感じることのできる美しい生活空間の創造に努めることとし、第

二京阪道路とその両側５０ｍの幅の区域の「景観計画」を平成 20 年 10 月に策定し、

景観法（以下、「法」という）に基づき、良好な景観への規制誘導を行っています。 

   本地区における良好な景観の形成に関する方針は、資料―１のとおりです。 

なお、届出の対象となる行為及び規模は、下記のとおりです。（大阪府景観条例施行

規則） 

 

 届出の対象となる行為 届出の対象となる規模 

１ 建築物 新築、増築、改築若しく

は移転、外観を変更する

こととなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変

更 

高さが２０ｍを超えるもの 

又は 

建築面積が２，０００㎡を超えるもの 

高さが２０ｍを超える煙突、鉄筋コンクリート

造の柱、鉄柱、木柱、装飾塔、記念塔、高架水

槽、サイロ、物見塔等 

２ 工作物 新築、増築、改築若しく

は移転、外観を変更する

こととなる修繕若しく

は模様替又は色彩の変

更 

高さが２０ｍ又は築造面積が２，０００㎡を超

える擁壁、垣、さく、ウォーターシュート、コ

ースター、メリーゴーラウンド、観覧車、飛行

塔、コンクリートプラント、アスファルトプラ

ント及びクラッシャープラント、自動車車庫の

用途に供する工作物、石油、ガスその他これら

に類するものを貯蔵する工作物、汚物処理場、

ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供する

工作物 

 

大阪府としては、基礎的自治体である市町村が、それぞれの地域特性に応じた景観

施策を講じることが重要と考えており、全ての市町村が、近い将来、景観行政団体と

なり、広域的な観点にも配慮して“景観計画”を策定するよう積極的に働きかけを行

うことしております。さらに、大阪府の将来像を示す「将来ビジョン・大阪」では、

将来像イメージに「みどりの風を感じる大都市オンリー1」を掲げており、この実現

プランとなる「みどりの大阪推進計画」において、道路等の骨格となるみどりを保全・

創出するとともに、周辺の学校・公園など公共空間のみどりの充実及び農空間、社寺

林等の保全、建築物等の緑化の推進などを図り、連続性や厚みと広がりのある海と山

をつなぐ「みどりの風の軸」を創出することとしております。  
 第二京阪道路沿道において、みどりの風を感じる美しい街並みを形成していくため
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には、公共空間と沿道空間、道路と建築敷地など境界部分の魅力を高めあう工夫が必

要で、その基本的な考え方を、「緑立つ道 沿道まちづくりガイドブック」（仮称）とし

て別に定めることとします。土地利用者は、本ガイドブックに基づき、整備･開発にあ

たっては、沿道の道路利用と将来のまちづくりを見据え、幹線道路のもたらす立地優

位性を活かす土地利用に加え、道路と敷地境界部のセミパブリックな空間における緑

化、デザインの協調など、道路と一体的なしつらえを目指し、「みどりの風の軸」を形

成していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、沿道の市については、沿道の建築物や工作物、広告看板等のデザインや色彩、

建築物の高さや位置等について、地域の特性、地域の方々のまちづくりへの意向を反

映したより詳細な景観計画を策定し、きめ細かな規制・誘導方策を加えるとともに、

届出の対象となる行為を大阪府景観条例と比較して拡大し、連続性や統一感の確保、

周辺風景や道路空間と調和した美しい都市景観の形成を目指していきます。

道路と建築敷地など境界部分のしつらえ 
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⑸計画的なまちづくりの推進 

   第二京阪道路沿道の市街化調整区域においては、周辺環境にも十分配慮しながら第二京阪

道路の整備効果を適切に受け止められるよう、計画的なまちづくりを推進していきます。 

  市街化区域及び市街化調整区域の区域区分（以下、「線引き」という。)は、昭和４５年の

当初決定以降、概ね５年ごとに府下一斉に見直しを実施しており、次回見直し(第６回)につ

いては平成２２年度に予定しています。「市街化区域及び市街化調整区域の区域区分変更に

ついての基本方針」（資料―２）は、線引き見直しにあたっての大阪府の考え方をまとめた

ものであり、次回線引き一斉見直しは、本方針に基づき実施します。 

 今後、人口減少社会の到来が見込まれることから、市街地の無秩序な拡大の抑制に努める

こととし、市街化区域への編入は、世帯数の増加や新たな産業需要に対応する上で、特に必

要なものについて行います。なお、市街化区域へ編入する際には、計画的なまちづくりを担

保するため、土地区画整理事業等の都市計画決定を行うこととします。 

  新たに市街化区域への編入を検討する区域は、都市計画区域マスタープランとの整合が図

られ、かつ市町村マスタープラン等に位置付けられているもので、次のいずれかに該当する

区域とします。 

1)現行市街化区域と連担している区域 

① 既に市街地を形成している区域 

・実態的に市街化されていると認められる区域 

・開発事業等が完了し、計画的な市街地の形成が確実な区域 

② 優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域 

     〇計画的な開発事業が実施されることが確実な区域 

・区域区分の変更と同時に土地区画整理事業に関する都市計画が定められるもの 

・公的機関、民間開発事業者による開発事業が行われることが確実であり、区域

区分の変更と同時に、当該区域についての地区計画が定められるもの 

・区域区分の変更と同時に、流通業務団地等の都市施設についての都市計画が定

められるもの 

     〇計画的に市街化を図る地区計画等を定めることにより、良好な市街地の形成が確

実な区域 

2）飛地の区域（概ね５０ｈａ以上） 

・既に市街地を形成している区域 

・計画的な開発事業が実施されることが確実な区域 

ただし、鉄道駅周辺等で計画的な開発事業が実施されることが確実な区域につい

ては２０ｈａ以上で設定可能 

3）公有水面埋立事業による区域 

   計画的に市街化する必要があり、かつその見通しがあると認められるものの、事業実施

の確実性の不足等の理由で、市街化区域への編入に至らなかった土地の区域については、

保留フレームを設定し、土地区画整理事業等計画的な開発事業が実施されることが確実と

なった時点で、随時、市街化区域に編入することができるものとします。なお、保留フレ

ームの設定は、住宅地、商業・業務及び工業地等について設定できますが、計画的な開発

事業の実施が前提であることから、計画的な開発事業が概ね５年以内に実施される見込み

があると認められるなど事業の実施の見通しについて、厳格に判断を行うものとします。 

   また、地域の状況に応じては、市街化調整区域における地区計画制度を活用し、緑豊か

で良好な土地利用の継続に留意した良好な市街地の形成を図っていきます。 
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５．沿道まちづくりに向けての流れ 

  第二京阪道路沿道を、魅力ある産業活動の場、

生活の場として発展させていくためには、まち

づくりの担い手である地域にお住まいの方々や

地権者の方々（以下「地域住民」という。）、民

間事業者、行政等が、将来像を共有しながら一

体となって、右に示す「事業化までのまちづく

りの流れ」を参考に、まずは、まちづくり協議

会の設立、まちづくりルールの設定、まちづく

り構想（案）の策定に取り組み、さらに、まち

づくり事業の実施に向け、まちづくりの熟度を

高めていくこととなります。 

 

①まちづくり協議会の設立 

地域住民は、行政や民間事業者の協力・参

画を得ながら、まちづくりの組織（以下「ま

ちづくり協議会」という。）を設立します。

まちづくり協議会では、地権者等の土地利用

意向を把握しつつ、まちづくりの課題や目標

等に関わる意見をまとめていくための学習

や話し合いを深め、まちづくりの将来像や、

必要となる地域ルール、事業手法等について

協議し、決定していきます。 

 ②まちづくりのルールの設定 

   第二京阪道路が供用開始されれば、開発需

要がたかまり、沿道のみが無秩序に土地利用

され、後背地は袋地となって有効な土地利用

ができなくなってしまいます。まちづくりの

事業に着手するには、一定の時間を要するた

め、それまでの間、望ましくない施設の立地

や無秩序な乱開発を抑止するための「申し合

わせ書（自主協定）」（資料－３）を締結する

こととします。さらに、地区計画等の都市計

画制度を活用することで、土地利用をコント

ロールすることができます。 

③まちづくり構想（案）の策定 

 地域住民、民間事業者、行政等の協働によ

りまちづくりを進めていくためには、公民が

共有できる「まちづくり構想（案）」を策定

する必要があります。これに基づき、公民が

協力してまちづくりに関わる課題を解消し、

必要に応じてパートナーとなる民間事業者

等を選定し、事業化に向けての協議・調整、

法手続きを進め、事業化に至ります。 

沿道まちづくり 

に向けての流れ 

まちづくり勉強会 

地域課題の把握 

まちづくり協議会の設立

パートナーとなる 

民間事業者等の選定（必要に応じて） 

まちづくり構想（案）の策定 

まちづくりルールの設定 

申し合わせ書の締結、地区計画等 

地権者等の土地利用意向の把握 

土地利用転換 

まちづくり勉強会 

・民間事業者のニーズの把握 

・民間事業者の参画条件等の把握 

まちづくり勉強会 

地域課題の共有 

必要となる協議・調整・法手続き等 

まちづくり事業等の実施 

事業計画（案）等の策定 

地権者等の土地利用意向の把握 

土地活用（売却、賃貸、自主活用等）

事業化組織の立ち上げ等 

実現化手法の検討 
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【参考】パートナーとなる民間事業者等の選定 

 

民間事業者からの事業提案の例（寝屋南地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりコンセプトまちづくりコンセプト

至京都

寝屋神社

寝屋川公園
至大阪

保存樹林

公園

幹線道路

補助幹線道路

まちづくり構想図

商業施設

商業施設

住宅
住宅

公園

山根街道

■商業用地

・第二京阪道路の利便性と広域性に配慮

・道路に囲まれた広く、効率的な商業ゾーン

・ロードサイド商業を既設幹線側に配置

■周辺緑地の保全による、緑豊かな「まち」

■緑に包まれたゾーン中央部の住宅用地

商業施設

整備イメージ図

開発手法と土地利用の誘導方法の考え方

地権者間
の合意

【換地】
・商業施設用地

・単独換地 ・集約換地

・住宅

・その他

助言・提言

借地契約
商業施設の開発

開業・運営

事業目論見

準備組合設立

事業計画策定

仮換地指定

事業化

【保留地】
・住宅
・その他

商業街区地権者様

基本合意締結

地権者法人 借地事業
基本協定

東急不動産地権者様

借地条件集約換地協議会

整備イメージ図（鳥瞰図）

※上記内容は、事業パートナ

ー選定時のもので、現在の土

地区画整理事業の内容とは

異なります。 
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６．推進体制 

 ⑴地域が主体となったまちづくりの推進 

   まちづくりは、基本的には、地元住民等が主体となって取り組むこととなりますが、一

方、まちづくりには様々な技術やノウハウが必要となります。 

行政は、まちづくりを進めるにあたっての情報や人材・施策を有しています。これらの

資源を沿道市、枚方土木事務所地域支援課、都市整備推進センターが現場に密着して地域

住民、民間事業者等に提供し、支援することにより、地域住民等が主体となったまちづく

りを進めていきます。 

下記に、第二京阪道路沿道まちづくりに向けての活動の流れ並びに地域住民等と沿道市

の主な役割を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第二京阪沿道まちづくりに向けた主な役割 

地域住民等の役割 

まちづくりの主体 

 ・地域のまちづくり組織の設立 

・まちづくりルールの策定（申し合わせ書、地区計画等） 

・企業ニーズ、権利者土地利用意向の把握 

 ・まちづくり協議会の運営（まちづくり構想（案）の策定、まちづくりに向けての合意形成）

 ・まちづくり事業の推進 

沿道市の役割 

地域のまちづくり活動、まちづくり事業等の支援 

・地域のまちづくり意識の醸成、まちづくり組織の設立支援 

・まちづくり構想の策定 

・必要となる都市計画等の決定 ⇒ 都市計画 MP への位置付け、市街化区域への編入の

検討、市街地開発事業、地区計画等の決定 

・民間企業との協議・調整 

・事業に関わる協議・調整、事業推進 等 

第二京阪道路沿道まちづくりに向けての活動の流れ 

 

      地域住民等の役割                行政（大阪府、沿道市等）の役割 

事業化支援 

・事業化に向けての技術的支援 

・商工施策など横断的連携の支援 

・産業立地に向けての支援 

まちづくり事業の実施 

・事業パートナーの選定 ⇒ 事業計画（案）の策定 

・地元の合意形成 

・まちづくり事業の実施 

 

地元まちづくり組織の育成 

 ・まちづくり協議会の設立 

 ・まちづくりルールの策定（申し合わせ書、地区計画等）

 ・企業ニーズ、権利者土地利用意向の把握 

 ・まちづくり構想（案）の策定 

 ・まちづくりに向けての合意形成 

枚方土木事務所(地域支援課) 

都市整備推進センター 

技術的・人的支援 

必要となる都市計画等の決定 

 ・都市計画区域 MP、都市計画 MP 等への位置づけ 

 ・市街化区域への編入の検討（保留フレームの設定等）

 ・地区計画の決定等 

沿道まちづくり方針の策定 

・企業ニーズの把握 

・土地利用意向、土地利用ニーズ等を踏

まえた沿道まちづくり方針の策定 

・国、府、沿道市間の合意（第二京阪道

路沿道まちづくり検討会での合意） 
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 ⑵大阪府の支援体制 

  大阪府は、地元市との協働を前提に、地域主体のまちづくり活動の活性化や、民間事業者

の参画誘導等を図り、事業化に向けての熟度を高めるための支援を行います。下記に、大阪

府の役割と支援体制を示します。 

 第二京阪沿道まちづくりに向けた主な役割 

総合計画課 

沿道まちづくり方針（案）の提示、都市計画決定 

・沿道まちづくり方針（案）の提示⇒第二京阪道路沿道まちづくり検討会での協議・確認

・必要となる都市計画決定等   ⇒都市計画区域ＭＰへの位置づけ、市街化区域編入、

用途地域等 

・第二京阪道路沿道まちづくり検討会の運営 

市街地整備課 

事業化支援 

・まちづくり事業の事業化支援、事業等の課題整理、制度設計 

・企業ニーズの精査、双方（まちづくり、企業）への情報提供 

枚方土木事務所

地域支援課 

市の取り組みの誘導、サポート 

・沿道市による土地利用構想案の作成に向けての技術的支援、府関連事業調整等 

・まちづくりに関する技術支援 

【連携】 

都市整備推進 

センタ－ 

地域主導のまちづくりの誘導、進出企業に関わる調整 

・地域のまちづくり意識の醸成、まちづくり組織の設立支援 

・まちづくり事業の支援 

・沿道市の要請に基づく企業参画に関わる調整 

 

地域が主体となったまちづくりと支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携

(財)都市整備推進センター 

 まちづくり事業の支援、沿道市の要請に基づく企業参画に関わる調整 等 

総合計画課 

 沿道まちづくり方針(案)の提示 

 必要となる都市計画の決定 （都市計画区域

ＭＰ、市街化区域編入、用途地域等 等） 

 第二京阪道路沿道まちづくり検討会の運営 

 

 

 

 

市街地整備課 

 まちづくり事業の事業化支援 

 企業ニーズの精査、情報提供 等 

 

 まちづくり意識の醸成 

 まちづくり活動やまちづくり組織設立の支援

 まちづくり構想の策定 

 必要となる都市計画等の決定（都市計画 MP、

市街地開発事業、地区計画等） 

 民間企業との協議 ・ 調整 

 事業に関わる協議 ・ 調整、事業推進 等 枚方土木事務所 地域支援課 

 沿道市の取り組みの誘導・サポート 

第二京阪道路沿道まちづくり検討会 

 沿道まちづくり方針、沿道まちづくりガイドブックの策定、共通する課題に関する情報交換等 

国(近畿地方整備局) (財)都市整備推進センター沿道５市大阪府NEXCO 

 

 

 

まちづくり組織の設立等 

地域住民等 

まちづくり協議会

まちづくりの推進 

地域のまちづくり活動 

沿道市 大阪府 
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７．地区別土地利用方針（第二京阪道路沿道の市街化調整区域を対象として） 

  第二京阪道路の整備効果を適切に活用し、緑豊かで活力ある地域を形成していくためには、

第二京阪道路沿道に広がる市街化調整区域の土地利用転換を計画性をもって誘導し、民間に

よる計画的な開発や産業集積のほか、“人”“モノ”の活発な交流、“情報”の発信により、地

域活力を引き出し、地域経済の活性化を図っていくことが重要となります。 

このため、第二京阪道路の沿道における市街化調整区域においては、地域住民や民間事業

者によるまちづくりの熟度に応じて、機動的・計画的にまちづくりが進められるよう、第６

回線引き見直しにおいて、市街化区域への編入、若しくは、「保留フレーム」の設定を行って

いくこととします。 

沿道各市は、個々の開発が段階的に行われても、良好な土地利用が実現されるよう、下記

に示す地区毎の土地利用方針に基づき、具体的に軸となる道路や良好な緑空間など都市基盤

施設が計画的に配置された「まちづくり構想」を策定し、これに即して、都市基盤の整備や

土地の集約等が進められるよう、その内容を、沿道各市がそれぞれの都市計画マスタープラ

ンに位置づけることとします。 

なお、本土地利用方針は、まちづくりの進捗にあわせ、必要な見直しを行っていきます。 

 

地区別土地利用方針 

①門真市北島地区 

⑴土地利用の現状 

 大半が農地として利用されていま

すが、西側の（市）大和田茨田線や

東西を走る（市）岸和田守口線沿い

には民家、資材置き場、工場等の立

地がみられます。 

 

⑵土地利用方針 

 農地保全とともに商業・業務、住

宅等の高度立体複合利用地として沿

道利用や市民のコミュニティの核、

スポーツ文化の核など新しい生活・

産業エリアとしての土地利用を基本

とします。 

土地利用方針図 

 

地区面積 ４２ｈａ 

事業手法（事業予定者） 土地区画整理事業（西地区）、（土地区画整理組合）

まちづくり協議会等の設立状況 H21.02 「門真市北島地区まちづくり 

           協議会」の設立（西地区）

まちづくりのルールの設定状況 H21.02 「申し合わせ書」の締結（西地区） 

今後の取組み方針 

○西地区については、平成 21 年度に実施した土

地利用意向調査の結果を踏まえ、事業化検討パ

ートナーの選定を実施し、平成 23 年度に土地

区画整理準備組合設立を目指します。 

○残る北、東地区については、乱開発の防止に向

け、地元意向調査等の取組みを行います。 

西地区 

東地区 

北地区 

市道大和田茨田線
市道岸和田守口線  
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②四條畷市砂地区 

⑴土地利用の現状 

地区西部の一般国道 170 号沿道に

ついては、スーパー銭湯、カー用品

店、飲食店、その他がみられ、地区

中央部に四條畷北高校があり、地区

北東部については農地、住宅地がみ

られます。 

なお、四條畷北高校については、

平成 22 年 3 月廃校、4 月以降は知的

障がい支援学校の仮校舎として数年

間利用する予定です。 

 

⑵土地利用方針 

「商業・業務・住宅・農地」の調

和のとれた「安全」で「快適」なま

ちづくりの形成 

 

土地利用方針図 

 

＊今後の土地利用状況により見直しを行う可能

性があります。 

地区面積 約１３ha 

事業手法（事業予定者） 検討中（一部、調整区域の地区計画を決定済） 

まちづくり協議会等の設立状況 平成１６年１１月 

まちづくりのルールの設定状況 

H16.11 「申し合わせ書」の締結  

H18. 7 「基本構想」の策定  

H18.11 「砂第１地区 地区計画」の決定  

今後の取り組み方針 

○平成２１年度に実施した意向調査の結果を踏

まえ、四條畷北高校の廃校後の動向を見据えな

がら、適切でないと思われる施設の進出を抑制

するルールの強化を進めます。 

 

 

 

 

国道 170 号  
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  ③四條畷市砂・蔀屋地区、寝屋川市新家二丁目・讃良東町地区 

⑴土地利用の現状 

大阪外環状線沿道については、商

業施設、資材置場等の立地がありま

す。また第二京阪道路沿道に農地が

あり、一部公園や緑地となっており

ます。 

 

⑵土地利用方針 

大阪外環状線と第二京阪道路との

結節点という広域交通条件に恵まれ

た立地特性をいかし、広域商圏対応

の商業・流通業務施設やロードサイ

ド型サービス施設等の集積による新

市街地の形成を図っていきます。 

 

 

 

土地利用方針図 

 

地区面積 約４０ha 

四條畷市域：約２２ha 

寝屋川市域：約１８ha 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○引き続き、広域的な大規模商業施設の開発等に

関する調整を行っていきます。 
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  ④寝屋川市小路地区 

⑴土地利用の現状 

 土地利用状況としては、ほとんど

が農地となっていますが、外環状線

沿いに運輸業等の施設の立地が見ら

れます。 

 

 

⑵土地利用方針 

 まとまった空間的広がりや好立地

条件に対応した多様な土地利用を図

ります。 

● 旧国道１７０号から西側の第二

京阪道路沿いは「商・業務ゾー

ン」とします。 

● 旧国道１７０号線より東側につ

いては「農住共存ゾーン」とし

ます。 

  

 

土地利用方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第二京阪道路沿道まちづくり基本構想より） 

 

 

 

地区面積 約１４ｈａ 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 
H17.7.31 

「小路地区まちづくり協議会」の設立 

まちづくりのルールの設定状況 
H18.4.22 

「申し合わせ書」の締結 

今後の取り組み方針 

○土地利用については地元意向や周辺環境に十

分配慮しつつ、農地保全方策や企業ニーズに対

応した、適切な土地利用を促進します。 

○平成１８年に締結した申し合わせの周知を行

い、無秩序な開発の抑制を図るとともに、土地

利用の意向調査に基づき、今後の土地利用につ

いて検討を進めて行きます。 

 

 

 

 

小路地区 

旧国道１７０号 
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⑤寝屋川市高宮地区 

⑴土地利用の現状 

 土地利用状況としては、ほとんど

が農地となっていますが、外環状線

沿いに運輸業等の施設の立地が見ら

れます。 

 

 

⑵土地利用方針 

 まとまった空間的広がりや好立地

条件に対応した多様な土地利用を図

ります。 

市道大成町高倉一丁目１号線の両

側沿いを「商・業務ゾーン」としま

す。 

地区の北東部は「農住共存ゾーン」

とします。 

 

土地利用方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第二京阪道路沿道まちづくり基本構想より） 

 

 

地区面積 約７ｈａ 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 
H21.1.18  

「高宮地区まちづくり協議会」の設立 

まちづくりのルールの設定状況 
H21.1.18  

「申し合わせ書」の締結 

今後の取り組み方針 

○土地活用については地元意向や周辺環境に十

分配慮しつつ、農地保全方策や企業ニーズに対

応した適切な土地利用を促進します。 

○平成２１年に締結した申し合わせの周知を行

い、無秩序な開発の抑制を図るとともに、土地

利用の勉強会を行い、今後の土地利用について

検討を進めていきます。 

 

 

 

 

高宮地区 

市道大成町高倉一丁目１号線  
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⑥寝屋川市宇谷地区 
⑴土地利用の現状 

本地区には、大規模な工場やごみ

処理施設、小規模な事務所や倉庫と

いった業務系施設の立地とともに、

小学校、住宅地など多様な土地利用

がなされています。 

 

⑵土地利用方針 

本地区東側については市街化区域

への編入を行い、地域特性を活かし

た工業流通業務地の形成と保全を図

ります。西側については、民間活力

による新たな工業流通業務地として

土地利用を図ります。 

 

土地利用方針想図 

 

（第二京阪道路沿道まちづくり基本構想より） 

地区面積 約３７ｈａ 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○土地活用については地域特性に十分配慮しつ

つ、市街地が形成されている区域との整合を図

りながら、産業集積等、企業ニーズに対応した

適切な土地利用を促進します。 

○そのため、本地区東側については、市街化区域

への編入とともに地区計画を設定し、周辺と調

和のとれた工業流通業務地の形成と保全を図

ります。 

○また、西側については、新たな工業流通業務地

に向けたまちづくりの検討を行います。 

 

 

 

宇谷地区  
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⑦寝屋川市寝屋北町・一丁目地区 

⑴土地利用の現状 

本地区は、畑作を中心とする農地

が交野市・枚方市にまたがって広大

な広がりを見せており、その一部は

観光農園として市民に親しまれてい

ます。 

 

⑵土地利用方針 

残された貴重な緑地空間を保全し

つつ、地形・自然をいかした土地利

用を図ります。 

観光農園等のまとまりのある農地

を保全し、農地の多面的機能（生産、

緑地、環境保全等）をまちづくりに

活かす「農ゾーン」とします。 

土地利用方針図 

 

（第二京阪道路沿道まちづくり基本構想より） 

 

 

地区面積 約２０ｈａ 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○土地活用については地元意向や周辺環境、沿道

の開発ポテンシャルに十分配慮しつつ、農地保

全方策などの適切な土地利用を促進します。 

○当地区の役員会・懇談会を開催し、組織化に向

け、意向調査や勉強会を進めていきます。 

 

 

 

寝屋北町・寝屋一丁目地区  
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⑧寝屋川市寝屋二丁目地区 

⑴土地利用の現状 

 本地区は、稲作を中心とする農地

が交野市にまたがって広大な広がり

を見せています。 

 

⑵土地利用方針 

 残された貴重な緑地空間を保全し

つつ、地形・自然をいかした土地利

用を図ります。 

ＪＲ星田駅前は商業と住宅が共存

できる「住宅商業ゾーン」とします。

その他は、農地と住宅が共存する

「農住共存ゾーン」とします。 

なお、第二京阪道路沿いについては

環境面や立地特性等に配慮するもの

とします。 

 

土地利用方針図 

 

（第二京阪道路沿道まちづくり基本構想より）  
 

 

地区面積 約１１ｈａ 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○土地活用については地元意向や周辺環境に十

分配慮しつつ、駅前としての利便性を活かした

適切な土地利用を促進します。 

○当地区の役員会・懇談会を開催し、組織化に向

け、意向調査や勉強会を進めます。 

 

 

 

寝屋二丁目地区  



 30

⑨交野市星田北地区 
⑴土地利用の現状 

農地が大半を占めていますが、市

道星田北４号線（水道道）沿いでは、

遊休地や資材置き場等が立地して

います。 

 

⑵土地利用方針 

協議会で策定されたまちづくり

基本構想をもとに地権者等の意向

を踏まえ、農地保全と土地活用の２

つの観点から地区の将来像を検討

します。 

 

土地利用方針図 

 

地区面積 約２０ha 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 H20. 6 
「星田北地区まちづくり協議会」の設立 

まちづくりのルールの設定状況 H20. 6 
「申し合わせ書」の締結 

今後の取り組み方針 

○まちづくり基本構想を基に、計画的なまちづく

りの具体的な手法について、協議会での検討を

行っていきます。 

 

 

 

星田北４号線 
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⑩交野市星田駅前地区 
⑴土地利用の現状 

農地が大半を占めていますが、市

道星田高田線、星田北１号線沿いに

は戸建住宅や資材置き場等が立地

しています。 

 

⑵土地利用方針 

交野市都市計画マスタープラン

（H13 年策定、目標年次 H22 年） 

無秩序な市街化を抑制する「田園

共生ゾーン」として位置付けられて

おり、土地所有者等の意向を充分踏

まえながら営農環境を確保しつつ

計画的な市街地の形成等を検討し

ます。 

 

 

土地利用方針図 

地区面積 約２５ha 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○農地所有者に対する意向調査（H21.8.27～

H21.9.10 実施）の結果を踏まえ、地区の将来

像やまちづくりの方向性について勉強会を実

施しするとともに、組織化に向けての検討を行

っていきます。 

 

 

 

星田北1号線 

星田高田線 
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⑪枚方市茄子作・高田地区 

⑴土地利用の現状 

現在、本地区の大半は農地とし

て利用されていますが、一部にお

いては休耕地もみられます。 
また、（府）枚方交野寝屋川線、

（市）山之上高田線や（市）高田

星田線沿いには資材置き場、診療

所や飲食店等の立地がみられま

す。 
 

⑵土地利用方針 

第二京阪道路の開通に伴う無

秩序な乱開発を防ぐと共に、「住

みたい、住み続けたい」と実感で

きるような、地権者の主体的な地

域づくりを目指します。 

 

土地利用方針図 

 

※ 茄子作・高田地区まちづくり協議会にて作成 

地区面積 約４０ha 
事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 H20.12.21 

「茄子作・高田地区まちづくり協議会」の設立 

まちづくりのルールの設定状況 
H21.10.24 

「申し合わせ書」を締結 

今後の取り組み方針 

○「土地利用方針図」の内容を踏まえ、まちづくり

の実現化方策の調査・検討を行っていきます。 

 

 

 

府道枚方交野寝屋川線  市道山之上高田線

市道高田星田線  



 33

⑫交野市私部南地区 
⑴土地利用の現状 

農地が大半を占めていますが、市

道私部森北線沿いには戸建住宅が

立地しており、また、市道私部森南

線沿いには、マンションや工場が立

地しています。 

 

 

⑵土地利用方針 

交野市都市計画マスタープラン

（H13 年策定、目標年次 H22 年） 

無秩序な市街化を抑制する「田園

共生ゾーン」として位置付けられて

おり、土地所有者等の意向を充分踏

まえながら営農環境を確保しつつ

計画的な市街地の形成等を検討し

ます。 

 

 

土地利用方針図 

地区面積 約１６ha 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○地権者の意向を踏まえ、地区の将来像やまちづ

くりの方向性について勉強会を実施するとと

もに、組織化に向けての検討を行っていきま

す。 

 

 

 

私部森南線 

私部森北線 



 34

⑬交野市倉治・私部・青山地区 
⑴土地利用の現状 

・農地が大半を占めていますが、府

道交野久御山線沿いには一部、店舗

等が立地しています。 

 

 

⑵土地利用方針 

交野市都市計画マスタープラン

（H13 年策定、目標年次 H22 年） 

無秩序な市街化を抑制する「田園

共生ゾーン」として位置付けられて

おり、土地所有者等の意向を充分踏

まえながら営農環境を確保しつつ

計画的な市街地の形成等を検討し

ます。 

 

 

土地利用方針図 

 

地区面積 約１８ha 

事業手法（事業予定者） 検討中 

まちづくり協議会等の設立状況 未設立 

まちづくりのルールの設定状況 未設定 

今後の取り組み方針 

○農地所有者に対する意向調査（H21.9.3～

H21.9.17 実施）の結果を踏まえ、地区の将来

像やまちづくりの方向性について勉強会を実

施しするとともに、組織化に向けての検討を行

っていきます。 
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８．沿道まちづくりに向けた都市計画スケジュール 

  東部大阪都市計画区域マスタープランの策定、第６回線引き見直し及び市街化区域への編

入のスケジュールは下記のとおりです。今後、本方針に基づき、第６回線引き見直しでの市

街化区域への編入、若しくは、「保留フレーム」設定に向け、都市計画手続きを進めるととも

に、地域住民等は、事業の実施に向け、「５．まちづくり構想の実現化に向けての流れ」を参

考に、事業化に向けての協議・調整・法手続きを進めます。その後、まちづくり構想の実現

が確実となった時点で、土地区画整理事業や地区計画等の都市計画決定とあわせて市街化区

域への編入を行い、沿道まちづくりを進めていくことになります。 

 

 

都市計画区域ＭＰの策定、第６回線引き見直しスケジュール（予定） 

 府都市計画審議会 国・庁内協議 まちづくり活動（例） 

 

H21.8 

  ●まちづくり協議会の設立 

 

9    

10     ●まちづくりのルールの設定 

11   ●地元意向調査（売却、賃貸等）

12  ●  

H22.1    

2 ●都計審（中間報告） ●  

3    

4    

5  ●市町村意見照会  

6    

7  ●土地利用協  

8  ●公聴会  

9      

10    

11  ●市町村意見聴取  

12 ●都計審（審議）   

H23.1    

2    

3  ◎決定   

H23年度

～ 

●都計審（審議） 

 保留フレームの解除

（市街化区域編入） 

市街地再開発事業等の 

都市計画、事業認可等 

 

沿道まちづくりへの着手 

 

国下協議 

国事前協議 

国同意協議 

案の作成 

・まちづくり構想（案）

等の策定 

・パートナーとなる民間

事業者等の選定（必要

に応じて） 

・事業シミュレーション

・事業計画(案)等の策定

・事業化組織の設立等 

・沿道まちづくりに向け

ての協議調整 

都市計画区域ＭＰ 

 

都市計画区域ＭＰ 
線引き見直し（保

留フレーム設定）
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大阪府景観計画（抜粋） 

 

１ 景観計画の区域（法第８条第２項第１号関係） 

大阪府の定める景観計画の区域は以下の通りとする。  
景観計画の区域 

道路軸 第二京阪道路沿道区域 

第二京阪道路の門真市大字ひえ島地内から枚方市長尾東三丁目地内の京都

府との境界部まで及びその沿道の区域  
（道路の端から両側５０ｍの幅の区間を合わせた区域を基本とする。） 

 

２ 景観計画区域における良好な景観の形成に関する方針（法第８条第２項第２号関係） 

「景観形成基本方針」に即して景観形成を推進し、区域毎の景観形成方針を以下のとおり

定める。なお、「場所を活かす方針」において、広域的な観点から、景観の連続性を示すため、

景観行政団体や景観条例を策定している市町村の区域に関する記載を含んでいるが、当該区

域は、市町村の定める景観計画等の方針に基づくものとする。また、建築物等の計画にあた

り、当該方針を定めるに至る「検討書」を別に作成している。  

景観形成方針【第二京阪道路沿道区域】 

景観づくりの目標 

『生駒山系の裾野を走り、「淀川のみどり」と「生駒山系のみどり」の間に新たな「みどりの軸」

を形成し、京都と大阪の地域と歴史・文化を結ぶ中において、自然と都市景観が調和した景観を

つくりだす。』  
 

景観づくりの基本方針 

■全体で取り組む方針 

Ⅰ 京都、大阪を結ぶ古来からの文化往来の地に位置し、また北河内の各都市を南北に

結ぶ地域軸となり、沿道の新たな市街地形成の先導的役割を果たし、地域の風景とな

る良質な空間・景観を創造する。  
Ⅱ 北河内の背景を成している生駒山系の裾野を走る中において、山並みへの眺望とみ

どりの連続性の確保に努める。  
Ⅲ 環状・東西の都市軸と交差する道路空間がもたらす場所性を活かし、ＩＣ周辺部、

都市軸との交差部などでの良好なランドマークの形成などに努める。  
Ⅳ 周辺の自然的要素、歴史的文化遺産、優れた意匠の都市施設などの景観資源との調

和やつながりを大切にし、節度と風格のある景観づくりを行う。  
■場所を活かす方針  

Ａ 大阪中央環状線から国道１７０号の区間  
既成市街地が大半を占め、住宅と中小規模の工場などが混在した都市的沿道景観が

形成されている現状を踏まえ、『環境施設帯の織りなす緑の軸やまちなみの調和に配

慮した活気と節度と風格のある景観づくりを行う。』  
   a-1 門真ＪＣＴ(仮称)、門真ＩＣ(仮称)、寝屋川南ＩＣ(仮称)付近や門真南駅周辺な

どにおいては、交通の要衝や中心地にふさわしい景観づくりを行う。  
   a-2 国道 163 号や大阪外環状線（国道 170 号）など主要な幹線道路との交差点付近

では、周辺市街地景観との調和に配慮しつつ、交通の要衝にふさわしい景観づく

りを行う。  
 

資料－1
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Ｂ 国道 170 号から天野川の区間  
農地と樹林地が大半を占め、寝屋川公園等みどりの量の多い景観が形成されている

現状をふまえ、『山並みや公園などのみどり多い優れた環境になじむ質の高い景観づ

くりを行う。』  
b-1 ＪＲ東寝屋川駅、ＪＲ星田駅、寝屋川北ＩＣ(仮称)、交野南ＩＣ(仮称)周辺など

においては、近隣核や交通の要衝にふさわしい景観づくりを行う。  
b-2  天野川交差部の水辺の自然資源や旧街道等の歴史資源との連携に配慮するとと

もに、沿道に広がる田園風景との調和に配慮する。  
b-3 専用道路の構造の変化により、視界の開ける区域においては、周辺の景観への

調和など、道路からの眺望に配慮する。 

Ｃ 天野川から枚方市域の区間  
生駒山系の豊かなみどりを背景とする中において、まとまった農地と良好な戸建て

住宅地や旧集落により景観が形成されている現状をふまえ、『生駒山系の豊かなみど

りの山並みに配慮したみどりの多い景観づくりを行うとともに、街並みの調和やまと

まりに配慮した景観づくりを行う。』  
c-1 ＪＲ河内磐船駅、京阪交野市駅、交野北ＩＣ(仮称)周辺などにおいては、近隣核

や交通の要衝にふさわしい景観づくりを行う。 
c-2  一般道路部の高さが専用道路部に近づく京阪交野線やＪＲ学研都市線との交

差・並行して走る地域については、視界の広がりを意識し、背景となる景観との

調和に配慮する。  
c-3  源氏池等のため池や山並みが迫る地域については、みどり豊かな景観づくりを

行   
  う。  

Ｄ 枚方市域の区間  
生駒山系の裾野と農地と閑静な低層住宅地、ゴルフ場等、みどりの量の多い景観が

形成されている現状をふまえ、『生駒山系の山並みなどのまとまりのあるみどりに配

慮し、豊かな自然景観と良好な住宅地と調和した景観づくりを行う。』  
d-1 国道 307 号交差部、ＪＲ津田駅、ＪＲ藤阪駅、ＪＲ長尾駅、枚方南(仮称)ＩＣ、

枚方東ＩＣ周辺などにおいては、近隣核や交通の要衝にふさわしい景観づくりを

行う。  
d-2  生駒山系の山並みが迫る地域については、みどり豊かな景観づくりを行う。  

 
公共施設等及び公益施設の景観形成の方針 

Ⅰ  門真の市街地から、田園地域を貫き、生駒山系の山裾通る自然の眺望景観と市街地

景観に優れた景観構造を読み取り、活かす。 

Ⅱ  道路の諸要素相互の調和や高架構造物の圧迫感を和らげる工夫などによる景観の

向上を目指すとともに、建築物等沿道の諸要素が調和し、全体として一体感の感じら

れる道路景観をつくる。 

Ⅲ  生駒山系の山裾や田園地域を貫く本地域においては、街路樹や緑地帯の育成と充実

などにより、山並み景観や田園景観などと調和した豊かなみどり空間をつくる。 

Ⅳ  歩道や緑地帯などの空間を中心に公共・公益空間を適切に維持管理する。  
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３ 良好な景観の形成のための行為の制限に関する事項（法第８条第２項第３号関係） 

規制又は措置の基準として、道路軸（第二京阪道路沿道区域）については別表１を適用す

ることとする。  
別表 1（道路軸に適用） 

屋 外 に 設

置 す る も

の  

駐車場、駐輪場及びごみ置場等を敷地の外から見える場所に配置す

る場合は、植栽により修景し、又は建築物若しくは塀と一体化する

などにより、見苦しくならないような工夫をする。  
外 壁 に 設

置 す る も

の  

(ア)ダクト類は、敷地の外から見えにくい位置に配置し、又は建築

物と一体化するなどにより、見苦しくならないような工夫をす

る。  
(イ)屋外階段は、建築物と一体化するなどにより、見苦しくならな

いような工夫をする。  
(ウ)エアコンの室外機及び物干金物等は、敷地の外から見える位置

に配置しない。やむを得ず見える位置に配置する場合は、見苦し

くならないような工夫をする。  

建
築
物
及
び
こ
れ
に
附
属
す
る
も
の
の
配
置 屋 上 に 設

置 す る も

の  

(ア)高架水槽及び屋上設備は、敷地の外から見える位置に配置しな

い。やむを得ず見える位置に配置する場合は、ルーバーを設置し、

又は建築物と一体化するなどにより、見苦しくならないような工

夫をする。  
(イ)屋上工作物及び塔屋等は、建築物と一体化するなどにより、見

苦しくならないような工夫をする。  
色彩  外壁及び屋根等の基調となる色彩は、著しく派手なものとしない。

※別表４の色彩基準を遵守すること。  
外壁  長大な壁面等は、適切な緑化や分節等により、単調にならないよう

な工夫をする。  

建
築
物
の
外
観 

意匠  周辺の景観になじまない、著しく突出した意匠としない。  

建
築
物
等
（
こ
れ
に
附
属
す
る
工
作
物
を
含
む
）
の
基
準 

敷地内の緑化  (ア)道路に面する敷際には、緑を適切に配置する。  
(イ)緑の配置に際しては、周辺における緑のなじみ及び連続性並び

に安全面等に配慮の上、植栽する樹木の位置、種類及び形状並び

に壁面緑化その他の緑化手法等を検討する。  
色彩  外壁及び屋根等の基調となる色彩は、著しく派手なものとしない。

※別添４の色彩基準を遵守すること。  
外壁  長大な壁面等は、適切な緑化や分節等により、単調にならないよう

な工夫をする。  

工
作
物
の
外
観 

意匠  周辺の景観になじまない、著しく突出した意匠としない。  

工
作
物
の
基
準 

敷地内の緑化  (ア)道路に面する敷際には、緑を適切に配置する。  
(イ)緑の配置に際しては、周辺における緑のなじみ及び連続性並び

に安全面等に配慮の上、植栽する樹木の位置、種類及び形状並び

に壁面緑化その他の緑化手法等を検討する。  
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別表４（色彩基準）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【届出の対象となる行為及び規模】（大阪府景観条例施行規則による）  

 届出の対象となる行為  届出の対象となる規模  

１  建築物  新築、増築、改築若しくは移転、

外観を変更することとなる修

繕若しくは模様替又は色彩の

変更  

高さが２０ｍを超えるもの  
又は  
建築面積が２，０００㎡を超えるもの  

高さが２０ｍを超える煙突、鉄筋コンクリート

造の柱、鉄柱、木柱、装飾塔、記念塔、高架水

槽、サイロ、物見塔等  

２  工作物  新築、増築、改築若しくは移転、

外観を変更することとなる修

繕 若しくは模様替又は色彩

の変更  高さが２０ｍ又は築造面積が２，０００㎡を超

える擁壁、垣、さく、ウォーターシュート、コ

ースター、メリーゴーラウンド、観覧車、飛行

塔、コンクリートプラント、アスファルトプラ

ント及びクラッシャープラント、自動車車庫の

用途に供する工作物、石油、ガスその他これら

に類するものを貯蔵する工作物、汚物処理場、

ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供する

工作物  
 なお、法並びに大阪府景観条例により、通常の管理行為や応急措置として行う行為、他法令

で許可を受けて行う行為等については適用除外としています。  

 

○計画にあたっては、地域の景観特性を把握し、周辺のまちなみや自然との調和を考慮した

色彩を基本とすること。  
○外壁については、落ち着きが感じられ、水や緑などの存在や周辺のまちなみ景観を妨げな

いように配慮し、下記の色彩基準を基本とすること。  
 
 
 
 
 
 
○ただし、次に掲げるものはこの限りでない。 
 ・外壁各面で１／３以下の面積でサブカラーとして使用する場合  

※サブカラーとは外壁基本色に対し補助的に用いるトーンの近い色彩であり、基本色

との調和に配慮すること。  
 ・外壁各面で 1／２０以下の面積でアクセントカラーとして使用する場合  

※アクセントカラーとは、外壁の表情に変化をつける場合等に用いる強調色であり、

サブカラーの面積と合計して１／３以下とすること。  
 ・着色していない石材、木材、土壁、レンガ、金属材、ガラス材等で仕上げた場合  

 

色彩基準（外壁基本色） 

①  Ｒ（赤）、ＹＲ（橙）系の色相の場合、彩度６以下  
②  Ｙ（黄）系の色相の場合、彩度４以下  
③  その他の色相の場合、彩度２以下  

※JIS のマンセル表色系による  
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第６回市街化区域及び市街化調整区域の 

区域区分変更についての基本方針 

 

１．趣旨 

市街化区域及び市街化調整区域の区域区分は、昭和４５年６月２０日に計画決定され

て以降、５回にわたる一斉見直しを経て現在に至っている。 

この制度は、これまで約４０年間にわたり、無秩序な市街地の拡大を抑制し、計画的

な市街地整備に大きな役割を果たしてきたところである。 

しかしながら、本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展、安全・安心や地

球環境問題への意識の高まり、資源・エネルギー問題の深刻化、厳しい財政的制約など

社会経済情勢が大きく変化する中、これまでと同様に市街地を拡大することは、人口密

度の低下など市街地の拡散を招くこととなり、公共交通の衰退、自動車交通への過度な

依存、環境負荷の増大、都市施設の維持管理や福祉施策等の行政コストの増大、地域コ

ミュニティの崩壊等、さまざまな問題を引き起こすことが懸念される。 

こうした諸問題を解決又は回避するため、大阪の都市の持つ特長である「集約・連携型

都市構造」の強化を図り、持続可能な都市の実現を目指すものとする。 

今後の都市づくりにあたっては、既存の都市ストックを活用しつつ、鉄道駅周辺等の拠

点における都市機能のさらなる集積、円滑で機動的な都市交通体系の構築、市街地の無

秩序な拡大の抑制などに努めるとともに、産業や高度な研究開発等の集積、競争力の高

い港湾や空港、第二京阪道路などの広域交通ネットワーク等を活用し、産業立地を促進

することにより、持続可能で暮らしやすく活力ある都市圏の形成を図る。 

 

２．基本となる考え方 

今回の区域区分の変更は、平成２７年を目標年次とし、｢都市計画区域マスタープラン｣

等の考え方と整合を図り、次に示すとおりとする。 

市街化区域の土地については、まず、土地利用の高度化や低未利用地の有効利用を促

進し、計画的に良好な市街地の形成を図るとともに、当分の間営農が継続されることが

確実であることなどにより、計画的な市街地整備の見込みのない区域については、市街

化調整区域への編入に努めるものとする。 

市街化区域への編入は、土地利用の不可逆性、自然的環境の保全等に配慮するとともに、

農林漁業との調和を図りつつ、計画的な市街化を図る上で、特に必要なものについて行

うものとし、鉄道駅周辺等に位置し、集約・連携型都市構造の強化に資するものについ

ては、優先的に市街化区域に編入するものとする。 

なお、市街化区域の規模は、目標年次における市街地に配置すべき人口及び産業を適

切に収容しうる規模とし、新たに市街化区域へ編入する区域は、既に市街地を形成して

いる区域又は計画的な市街地整備が確実に行われる区域のうち必要最小限の区域とする。 

市街化調整区域内の森林・農用地等については、食料等の安定供給、地球温暖化の防

止、生物多様性の確保、良好な景観の形成、府民のレクリエーション利用の場など、多

面的機能の発揮を図るため、適正な保全・整備に努める。 

区域区分の変更は、社会情勢の変化に対応するため、都市計画基礎調査に基づき、概ね

資料－２  
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５年毎に府内全域を対象として、総合的観点から実施する。ただし、保留フレームが設

定されているものについては、計画的な開発事業が実施されることが確実となった時点

で行う。 

なお、土地所有者等から区域区分に関する都市計画の変更の提案があり、計画提案を

踏まえた都市計画の変更を行う場合についても、原則として概ね５年毎の区域区分の変

更に併せて行う。 

 

３．市街化区域への編入 

新たに市街化区域への編入を検討する区域は、都市計画区域マスタープランとの整合

が図られ、かつ市町村マスタープラン等に位置付けられているもので、次のいずれかに

該当する区域とする。 

３－１ 現行市街化区域と連担している区域 

（１）既に市街地を形成している区域は、次に掲げる区域とする。 

なお、既に市街地を形成している区域として、市街化区域に編入する場合は、良好な

市街地の形成を図るため、適切な整備・誘導方策を講じることに努めること。 

① 国勢調査結果による人口集中地区、準人口集中地区を基本とし、人口密度４０人／

㌶以上の区域が連担しており、実態的に市街化されていると認められる区域。（原則

として、建物の建っていない区域は除く。） 

② 将来人口密度が４０人／㌶以上想定できる住宅地で、計画的な開発事業等が完了し、

道路・公園等の都市基盤施設が整備されており、計画的な市街地の形成が確実な区域。 

③ 商業・業務及び工業地等で、既に市街地を形成している区域。（原則として、建物の

建っていない区域は除く。） 

④ 商業・業務及び工業地等で、計画的な開発事業等が完了し、道路・公園等の都市基

盤施設が整備されており、計画的な市街地の形成が確実な区域。 

（２）優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域は、次に掲げる区域とする。 

① 計画的な開発事業が実施されることが確実な区域として次に掲げるもの。 

  １）土地区画整理事業が実施されることが確実な区域 

区域区分の変更と同時に、土地区画整理事業に関する都市計画が定められるもの。 

２）公的機関、民間開発事業者による開発事業が実施されることが確実な区域 

公的機関、民間開発事業者が、当該区域の用地を取得することが確実であり、区

域区分の変更までに当該事業計画の案が定められ、関係機関との調整を了している

ものであって、区域区分の変更と同時に、当該区域についての地区計画が定められ

るもの。 

なお、地区計画には地区整備計画（原則として、建築物等の用途の制限、道路・

公園等の地区施設が定められたもの）を区域区分の変更と同時に定めること。 

３）流通業務団地等の都市施設が定められることが確実な区域 

区域区分の変更と同時に、都市施設（法第１１条第１項第８号から第１０号の都

市施設）についての都市計画が定められるもの。 

② 計画的に市街化を図る地区計画等（都市計画法第１２条の４第１項第１号から第４

号に掲げる計画。以下、｢地区計画等｣という。）を定めることにより、良好な市街地
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の形成が確実な区域であり、次に掲げる条件を全て満たすもの。 

・ 区域区分の変更と同時に、当該区域についての地区計画等が定められるもの。 

なお、地区計画等には地区整備計画等（原則として、建築物の用途の制限、道路・

公園等の地区施設が定められたもの）を区域区分の変更と同時に定めること。 

・ 当該地区計画等の実現化方策や地区施設の整備方針・整備計画が明らかなもの。 

 

３－２ 飛地の区域 

既に市街地を形成している区域として３－１（１）に掲げる区域及び計画的な開発事

業が実施されることが確実な区域として３－１（２）①に掲げる区域については、概ね

５０㌶以上で、飛地の市街化区域が設定できるものとする。 

ただし、次に掲げる一団の土地の区域で、計画的な開発事業が実施されることが確実

な区域として３－１（２）①に掲げる区域については、２０㌶以上を目途として飛地の

市街化区域を設定できるものとする。 

（１）インターチェンジ、新たに設置される鉄道の新駅又は大学等の公共公益施設と一体

となって計画的に整備される住居、工業、研究業務、流通業務等の適地。 

（２）鉄道既存駅周辺、温泉その他の観光資源の周辺の既成市街地で計画的市街地整備が

確実に行われる区域。 

（３）役場、旧役場周辺の既成市街地で計画的市街地整備が確実に行われる区域。 

（４）人口減少、産業停滞等により活性化が特に必要な地域で計画的市街地整備（既存集

落を中心とするものを除く。）が確実に行われる区域。 

（５）効率的な工業生産、環境保全を図る必要がある場合の工場適地。 

 

３－３ 公有水面埋立事業による区域 

公有水面埋立法に基づく埋立免許によって、事業実施中の土地の区域及び事業が完了

した土地の区域。 

 

４．保留フレームの設定 

都市計画区域マスタープランとの整合が図られ、市町村マスタープラン等に位置づけ

られているもので、都市施設等の整備状況、周辺の土地利用の状況等を勘案し、計画的

に市街化することが必要であり、かつその見通しがあると認められるものの、事業実施

の確実性の不足等の理由で、市街化区域への編入に至らなかった土地の区域については、

保留フレームを設定し、土地区画整理事業等計画的な開発事業が実施されることが確実

となった時点で、随時、市街化区域に編入することができるものとする。 

保留フレームを設定する場合は、可能な限り特定保留フレームの設定に努めるものと

する。 

なお、保留フレームの設定は、計画的な開発事業の実施が前提であることから、事業

の実施の見通しについて、厳格に判断を行うものとする。 
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５．市街化区域内の土地の市街化調整区域への編入 

現に市街化されておらず、当分の間営農が継続されることが確実であることなどによ

り計画的な市街地整備の見込みのない区域で、周辺の市街化区域における市街地開発事

業や道路、下水道等の都市整備事業の実施等、当該市街化区域の一体的かつ計画的整備

を図るうえで支障のない一団の土地の区域については、市街化調整区域への編入を検討

する。 

なお、市街化調整区域への編入により市街化区域に囲まれることとなる区域は、その

規模の基準を２㌶以上とするが、概ね５㌶の規模に満たない場合は、次に掲げる条件を

全て満たす区域において、設定できるものとする。 

・原則として、既に宅地である土地及び宅地化が見込まれる土地を含まない区域 

・農地にあっては、営農の継続が確実と認められる区域。 

 

６．原則として市街化区域に含めない区域 

  優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域として市街化区域に定める土地の区域は、

原則として、次に掲げる土地の区域を含まないものとする。 

（１）市街化の動向並びに鉄道、道路、河川及び用排水施設の整備の見通し等を勘案して

市街化することが不適当な土地の区域。 

（２）溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域。 

（３）優良な集団農地その他長期にわたり農用地として保存すべき土地の区域。 

（４）優れた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出を防

備する等のため保全すべき土地の区域。 

 

７．市街化区域及び市街化調整区域との境界の設定方法 

  市街化区域と市街化調整区域との境界は、原則として道路、河川、水路、鉄軌道等の

明確な地形、地物等土地の範囲を明示するのに適当なものにより定める。 

  なお、道路、河川等の新設・改良により、現行の区域区分の境界が不明確になる場合

には、上記の設定方法により境界を変更する。 

 

８．関係部局との調整 

原案の作成にあたっては、農林担当部局等関係者と協議・調整を図る。 
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「第６回市 街化 区域 及び市街化 調整 区域の区域 区分 変更 についての基本 方針 」の補 足資 料 

 

１．はじめに 

区域区分の変更は、「第６回市街化区域及び市街化調整区域の区域区分変更について

の基本方針（以下、「基本方針」という。）」、「都市計画関係法令」「都市計画運用指針（平

成 18 年 11 月国土交通省）」及び「都市計画と農林漁業との調整措置（平成 19 年 10 月

農林水産省）」等に基づき実施するものとする。 

 

２．都市計画提案制度について 

都市計画提案制度は、まちづくりや都市計画に対する住民の関心を高め、主体的かつ

積極的な住民参加を促すものであるが、区域区分は、地域地区や都市施設等、他の都市

計画の決定方針にも密接に関わる根幹的な都市計画であることから、都市計画提案を踏

まえた区域区分の変更を行う場合も、原則として、概ね５年毎の区域区分の変更に併せ

て実施するものとする。 

 

３．市街化区域への編入について 

  現行市街化区域と連担している区域として新たに市街化区域への編入を検討する区域

は、原則として、現行市街化区域に当該区域の周囲の概ね４分の１以上が接している整

形の区域とする。 

 

４．保留フレームについて 

（１）保留フレームの対象区域 

府下一斉の区域区分の変更時点において、次の①から③に該当する区域として、市街

化区域への編入について協議調整を行ったが、事業実施の確実性の不足等の理由で、市

街化区域への編入に至らなかった土地の区域のうち、計画的な開発事業が概ね５年以内

に実施される見込みがあると認められる区域について、保留フレームを設定することが

できるものとする。 

①  土地区画整理事業が実施されることが確実な区域 

②  公的機関、民間開発事業者による開発事業が実施されることが確実な区域 

③  流通業務団地等の都市施設が定められることが確実な区域 

 

（２）保留フレームの運用 

保留フレームは、住宅地、商業・業務及び工業地等について設定できるものとする。 

 

（３）保留フレームの設定基準 

   保留フレームの設定基準は下記のとおりとし、可能な限り特定保留フレームの設定

に努めるものとする。 

①特定保留フレーム 

計画的な開発事業の実施の見通しがあり、位置、事業手法、事業予定者、事業着
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手年度及び事業予定期間等が明らかなもので、市町村マスタープラン等で、その位

置等を明らかにし得る区域は、特定保留フレームとして設定する。この場合、当該

区域の区域境を明示する必要がある。 

②一般保留フレーム 

計画的な開発事業の実施の見通しはあるものの、位置、事業手法、事業予定者、

事業着手年度及び事業予定期間等までは明らかでないものについては、市街化区域

に収容すべきフレームに相当する区域として、一般保留フレームを設定する。 
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まちづくり申し合わせ書（例） 

（趣旨） 

第１条 〇〇地区まちづくり協議会（以下「協議会」という。）は、乱開発を抑制し、未来に向か

って良好なまちづくりを推進することを目的として、次のとおり申し合わせ（以下、「こ

の申し合わせ書」という。）をし、会員（協議会規約第△条）一同これを遵守することと

する。 
 

（対象の区域） 

第２条 この申し合わせ書の対象となる区域は、別紙、〇〇地区まちづくり申し合わせ書区域図に示

す区域とする。 
   
（協議会と市の役割） 

第３条 協議会はこの申し合わせ書に基づき、未来に引き継ぐ良好なまちづくりを実現するため

積極的に行動し、□□市に対し必要な助言及び指導を求めるものとする。 
 

（土地利用の制限） 

第４条 会員は会員所有の土地を転用または第三者へ転売もしくは賃貸等転用する場合は土地利

用計画等について、協議会へ諮ることとする。 
２ 前項の場合において、当該土地を、①生活環境や営農環境の悪化、防災上の問題がある

場合②青少年の健全な育成に支障がある設備③その他協議会として望ましくない施設・

用途へ転換しようとする場合、協議会が一定の制約を課すことを了承する。 
 

（営農環境の保全） 

第５条 会員は、農との共存を図るため、農作業が支障なく行われるよう相互に協力し、営農環

境の保全に努める。 
 

（申し合わせ違反者に対する措置） 

第６条 この申し合わせ書に違反があった時は、協議会の役員会（以下、「役員会」という。）と

違反者で協議し、改善が図られない場合は、役員会の議決を経て協議会がその氏名及び

違反の内容を会員に公表する。 
 

（申し合わせ書の有効期間） 

第７条 この申し合わせ書の有効期間は、締結日から起算して 3 年とする。更新する際は、役員

会で協議の上、総会の議決を得て行う。 
 

（補 足） 

第８条 この申し合わせ書を対象地区住民等関係者に広く知らせるため、まちづくりニュースの

作成や現地に標示等を行い、周知に努めるものとする。 
２ この申し合わせ書の運用にあたっては、協議会において適正かつ公正に努めるものとす

る。 
３ この申し合わせ書の事項に疑義が生じた場合又はこの申し合わせ書に定めのない事項に

ついては、役員会にて協議を行い決するものとする。 
４ この申し合わせ書の内容について変更する必要が生じた場合又は新たに定める必要が生

じた場合は、役員会にて協議を行い総会で定めるものとする。 
５ 会員の氏名等に変更のあった場合は、協議会に連絡する。 

 
 平成  年 月 日から施行する。 

〇〇地区まちづくり協議会   
                                会員一同     

資料－３ 
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第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約 

 
（名  称） 
第１条 名称は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会（以下「検討会」という。）という。 
 
（目  的） 
第２条 検討会は、第二京阪道路沿道地域における各都市及び地域にふさわしいまちづくりの推進を

図ることを目的とする。 
 
（検討事項） 
第３条 検討会は、前条の目的を達するために、次に掲げる事項に関わる協議、調整、検討を行う。 
  ⑴ 「沿道まちづくり方針」の策定及び活用 
  ⑵ 「緑立つ道 沿道まちづくりガイドブック」の策定及び活用 
  ⑶ まちづくりに係わる共通する課題に関する情報交換 
  ⑷ その他前条の目的を達成するにあたり必要となる事項 
 
（組  織） 
第４条 検討会は、別表に掲げる会員をもって構成する。 

２ 会長は、大阪府都市整備部総合計画課長の職にある者をもって充てる。 
３ 検討会は、検討会における検討事項について、学識経験者等の助言を求めることができるも

のとする。 
４ 必要に応じ、部会を設置できるものとする。 

 
（会  議） 
第５条 検討会の会議は、会長が招集する。 
    招集にあたり、会員以外で、会長が必要と認めた者の参加を求めることができるものとする。 
 
（事 務 局） 
第６条 検討会の事務局は、大阪府都市整備部総合計画課に置く。 
 
（そ の 他） 
第７条 本規約によらない場合は、会議にて協議することとする。 
 

付 則 
 この規約は、平成１１年３月２４日から施行する。 

付 則 
 この規約は、平成１１年８月２０日から施行する。 

付 則 
 この規約は、平成１２年６月２３日から施行する。 

付 則 
 この規約は、平成１３年３月３０日から施行する。 

付 則 
 この規約は、平成１４年３月２６日から施行する。 

付 則 
 この規約は、平成２１年１２月２４日から施行する。 

資料―４ 
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別表 
第二京阪道路沿道まちづくり検討会 

検討会会員 

所属 検討会会員職 

道路部道路計画第一課長 

浪速国道事務所長 

建政部計画管理課長（オブザーバー） 
国土交通省近畿地方整備局 

建政部都市整備課長（オブザーバー） 

NEXCO 西日本 枚方工事事務所長 

大阪府環境農林水産部 農政室整備課長 

大阪府住宅まちづくり部 建築指導室建築企画課長 

総合計画課長 

市街地整備課長 

交通道路室参事 
大阪府都市整備部 

枚方土木事務所長 

理事（都市基盤整備調整担当） 
枚方市 

都市整備部長 

寝屋川市 まち政策部長 

門真市 都市建設部長 

四條畷市 建設部長兼特定地区整備担当部長 

都市整備部長 
交野市 

第二京阪道路対策室長 

(財)大阪府都市整備推進センター 都市整備事業部長 
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第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約 

沿道まちづくり部会 運営要領 

 
（名 称） 
第１条 名称は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会「沿道まちづくり部会」（以下「部会」という。）

という。 
 
（目 的） 
第２条 部会は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約第 3 条の検討項目を具体の地区で実践する

にあたっての共通の課題を把握し、その解決方策についての検討を行う。 
 
（組 織） 
第３条 部会は、別表に掲げる部会員をもって構成する。 
  ２ 部会は、部会における検討事項について、学識経験者等の助言を求めることができるものと

する。 
 
（会 議） 
第４条 部会は、事務局が召集する。 
    部会員以外で、部会が必要と認めた者の参加ができるものとする。 
  ２ 部会は必要に応じて、部会における検討状況及び結果を検討会に報告するものとする。 
 
（事務局） 
第５条 部会の事務局は、大阪府都市整備部総合計画課に置く。 
 
（その他） 
第６条 本運営要領によらない場合は、部会において協議することとする。 
 

付 則 
 この運営要領は、平成１６年１１月１０日から施行する。 

付 則 
 この運営要領は、平成２１年１２月２４日から施行する。 
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別表 
第二京阪道路沿道まちづくり検討会 

沿道まちづくり部会会員 

所  属 役  職 

浪速国道事務所 調査課長 

建政部 計画管理課 計画管理課長補佐（オブザーバー）国土交通省近畿地方整備局 

建政部 都市整備課 都市整備課長補佐（オブザーバー）

NEXCO 西日本 枚方工事事務所 工務課長 

大阪府環境農林水産部 農政室整備課 計画指導Ｇ課長補佐 

大阪府住宅まちづくり部 建築指導室建築企画課 景観推進Ｇ課長補佐 

企画推進Ｇ課長補佐 
総合計画課 

土地利用計画Ｇ課長補佐 

市街地整備課 区画整理Ｇ課長補佐 

枚方土木事務所建設課 幹線道路Ｇ課長補佐 

大阪府都市整備部 

枚方土木事務所地域支援

課 地域支援・防災Ｇ課長補佐 

枚方市 都市整備部 都市計画課長 

寝屋川市 まち政策部 都市計画室長 

門真市 都市建設部 都市政策課長 

副参事 
四條畷市 建設部 

都市計画課長 

都市計画課長 
交野市 都市整備部 

第二京阪道路対策室長 

(財)大阪府都市整備推進センター 都市整備事業部 都市整備事業課長 
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